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正式には、社団法人全日本建設技術協会といいます。戦前いくつかあった建設技術者の組織が合

同し、昭和21年12月に誕生したもので、その名のとおり全国的な組織をもつ、わが国最大の、

官公庁、機構・公社等に勤務する建設技術関係者の団体です（平成22年2月現在会員数70,565名）。

建設関係施策の確立を促進し、建設技術関係者の技術水準及び地位の向上をはかり、建設事業の

合理化とその進歩発展に寄与する目的をもって、各種の事業を活発に行っております。

全建とは

何をする協会ですか



国土交通省、農林水産省、都道府県および市町村、機構・公社などに勤務している建設技術関係

者が中心で、創立当時13,000名にすぎなかった会員が平成22年2月には70,565名となっており

ます。

会員数は

会員の構成（21年8月）
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どんな機構で運営されていますか



昭和２１年１２月　全日本建設技術協会設立　会員13,729名
兼岩伝一初代運営委員長就任

２２年６月　機関誌「建設」創刊
２２年８月　建設省設置促進大会開催
２３年１月　旧内務省、戦災復興院が合体して建設院として発足
２３年７月　建設省設置
２４年５月　谷口三郎第２代運営委員長就任
２４年８月　第１回建設技術講習会開催
２８年１０月　「季刊建設」創刊
２９年８月　第１回全建賞・全建準賞、14事業に授与
３０年５月　小沢久太郎第３代運営委員長就任（のち初代理事長）
３２年５月　第１回谷口賞授与
３２年７月　機関誌「建設」と「季刊建設」を統合し、「月刊建

設」創刊
３４年５月　第１回谷口功労賞授与
３４年１２月　建設大臣許可の社団法人として発足
３７年５月　技術職俸給表試案を総会議決
４０年８月　建設省制定「土木構造物標準設計第１巻」発行
４１年５月　山内一郎初代会長就任
４３年６月　地方協会の現場手当を求める国会請願、趣旨採択

となる
４４年５月　第１回小沢賞授与
４４年～４８年 都市協会の設立相次ぐ（５年間に55市協会発足）
４５年９月　第１回海外建設事業視察団派遣
４６年１月　季刊誌「海外の建設」創刊

昭和４６年１１月　事務所を赤坂（AIU赤坂ビル）に移転
４８年１０月　第１回実地研修会開催
４９年６月　国土庁発足
５２年９月　管理瑕疵研究部会発足
５３年１２月　全建賞に市町村部門新設
５８年１月　管理瑕疵問題懇談会を初めて開催

平成元年４月　日本橋小伝場町に全建分室設置
３年７月　第１回建設事業イメージアップ表彰実施
５年１１月　赤坂事務所を現事務所（昭栄赤坂ビル）に移転
８年１２月　創立50周年記念のつどい開催
８年１２月　第１回21世紀の「人と建設技術」賞表彰実施
９年５月　創立50周年記念建設技術研究基金の設立
１１年２月　ホームページの開設
１１年８月　本会定款の全面的な変更
１２年６月　小坂忠第２代会長就任
１３年１月　中央省庁再編に伴い国土交通省設置
１４年６月　鈴木道雄第３代会長就任
１６年３月　全建功労賞表彰規程制定

全建賞と21世紀の「人と建設技術」賞を統合し、
新たな全建賞として設置

１６年５月　全建活性化森基金の設立
１９年１月　メールマガジン発信
２０年６月　松田芳夫第４代会長就任
２１年２月　「公共工事品質確保技術者資格制度」創設

「全建」のあゆみ



①機関誌「月刊建設」を発行し、建設関係施策や最

新技術情報を取りあげるほか、地域・協会情報な

ど豊富な内容を網羅し会員に提供しています。

また、若い技術者向けの記事、技術資格に関する

情報等も掲載しています。

②本会発行の技術図書を会員特価で購入

することができ、さらに本会と契約し

た出版社の技術図書を定価の４割引

（送料不要）で求めることができます。

会員には



③建設技術講習会を国土交通省の後援、開催地自治体の共催・後援のもと全国各地において開催

し、社会基盤に係る重要な行政課題や建設技術に関する内容をはじめ、工事積算、入札契約制

度改革と公共工事の品質確保、環境対策・建設リサイクル、アセットマネジメントと公物管理、

安全・安心社会の構築など喫緊のテーマを取り上げ、最新の情報を提供します。また、講習会

の最終日には開催地における実際の公共工事や土木施設等の視察を取り入れています。

その他、海外の建設事業調査を実施しています。

講習会 現場研修
ヨーロッパ公共施設調査

（Ｈ22公式訪問　カーディフ市（イギリス）都市再生事業）



④建設事業の円滑な実施と技術水準の向上をはかるための事業として、建設技術の活用並びに公

共事業の進め方やストックの運用の工夫等により、特出した成果の得られた、もしくは、特出

した成果を得ようとする事業及び施策を実施した機関の表彰（全建賞）等を実施しています。

また、建設技術情報、建設行政機構、土木・建築関係事業費の予算・決算、管理事故事例等に

ついて調査を行い、会員へ情報を提供しています。

⑤若手技術者の技術力向上に資するため、新メディアを活用した研修資料の研究・提供をはじめ、

基金を活用して、研修支援などを行っています。



⑥公共工事品質確保技術者資格制度について

近年、建設技術者に課せられる役割は一層大きなものとな

り、建設技術に裏付けされた技術者が求められています。

本会では、発注関係事務を適切に実施することができる者

が育成されることを目的として、公共工事品質確保技術者

資格制度を創設し、公共工事の発注者等の支援に積極的に

取り組んでいます。

全建ホームページにこれらの活動などを紹介しています。

また、建設関係施策及び関連する情報、本会の情報等をメー

ルマガジンにて、月１回配信しています。

http://www.zenken.com/



本会の会員が各地方で集まって、活動を行っています。地方協会独自で、会員の技術水準の向上、

会員相互の親睦をはかるための活発な事業などを幅広く実施しています。

機関誌の発行、技術講習会、研究発表会、現場見学会等充実した内容のものです。このような活

動に対して本会は助成を行っています。

現場見学会

地方協会活動

機関誌の発行



全国に10の地区連合会があります。北海道、東北、関東、東京、北陸、中部、近畿、中国、四

国、九州です。地方協会は、それぞれの地域の地区連合会を構成します。

（東京地区連合会は、東京地域の中央省庁、機構・公社等で構成されています）

北海道地区連合会　　　　　８協会
東北　　　〃　　　　　　 １６〃
関東　　　〃　　　　　　 ３５〃
東京　　　〃　　　　　　　８ 〃
北陸　　　〃　　　　　　 １１〃

中部地区連合会　　　　　 ２７協会
近畿　　〃　　　　　　　 ２７〃
中国　　〃　　　　　　　 １５〃
四国　　〃　　　　　　　　９ 〃
九州　　〃　　　　　　　 ３１〃

地区連合会組織一覧

本会の会費は１人月額320円です。

会員になるには、本会までお申し出下さい。また、地方協会を経由して入会することもできます。

あなたの地域や勤務先に、地方協会がある場合は、その事務局までお申出下さい。

この地方協会は、みなさん自身の協会にもなります。

会員になるにはどうすればよいのですか



会長は、松田芳夫です。建設省河川局長を

経て、（財）リバーフロント整備センター

理事長等を歴任しました。

会長は

顧問の方々

衆議院議員　石井啓一氏
衆議院議員　沓掛哲男氏

前衆議院議員　林田　彪氏
衆議院議員　福井　照氏

衆議院議員　松下忠洋氏
前衆議院議員　渡辺具能氏
参議院議員　泉　信也氏
参議院議員　佐藤信秋氏

参議院議員　前田武志氏
参議院議員　脇　雅史氏
本会前専務理事 石橋正穗氏

（衆参別５０音順）
（平成22年2月現在）

顧問には、現在国会においてご活躍中で、運輸省・建設省そして国土交通省に勤務時は本協会の

会員だった方と、長年にわたり本協会の活動にご貢献された方を推戴しております。



定　　　款（抜すい）
（昭和３４．１２．２４ 建設大臣許可）

第１章　総　　　則
（目　的）
第３条　本協会は、建設関係施策の確立を促進すると
ともに、建設技術関係者の技術水準及び地位の向上
をはかり、もって建設事業の合理化とその進歩発展
に寄与することを目的とする。

（事　業）
第４条　本協会は、前条の目的を達成するため、次に
掲げる事業を行う。
a 建設関係施策の確立、建設技術水準の向上、建
設技術関係者の地位の向上に関する調査研究、建
議並びに宣伝啓発

s 研究会、講習会及び講演会の開催
d 機関誌、図書その他印刷物の刊行
f 会員相互の親睦及び厚生に関する事業
g その他本会の目的を達成するために必要な事業

第２章　会　　　員
（種　別）
第５条　本協会の会員は、次の３種とし、正会員をもっ
て民法上の社員とする。
a 正会員は、本会の目的に積極的に賛同し、かつ

協力する建設技術関係者。
s 賛助会員は、本会の目的に賛同し、かつ協力す
る団体。

d 特別会員は、本会の目的に賛同し、かつ協力す
る者。

（入　会）
第６条　正会員、賛助会員又は特別会員として入会し
ようとする者は、理事会の議決を経て会長が別に定
める入会申込書により、会長に申し込まなければな
らない。

２　入会は、総会が別に定める基準により、理事会に
おいてその可否を決定し、会長が申込者に通知する
ものとする。

（会　費）
第７条　会員は、総会において別に定める会費を納入
しなければならない。

会費に関する規則（抜すい）
（会　費）
第２条　会費は、次の通りとする。

a 正 会 員　年額　 ３，８４０円
s 賛助会員　年額　５０，０００円以上
d 特別会員　年額　 ６，０００円以上



※価格は消費税込、送本料本会負担。（ ）は、会員価格。
価格は平成22年2月現在のものです。品切れの図書もありますので、事前に在庫をご確認の上、ご注文下さいますようお願いします。（TEL.03－3585－4546）

本会の出版している図書

0.3秒60点の世界
「 幸 せ 多 い 国 づ く り へ の 実 践 」
〔平成21年改訂版〕
わ か り や す い 土 木 工 事 積 算
〔改訂版〕
土木工事仮設計画ガイドブックⅠ・Ⅱ
土 木 工 事 安 全 施 工 技 術 指 針
土木工事安全施工技術指針の解説
新 版 　 土 木 工 事 写 真 の 手 引 き
こ れ で い い の か わ が 国 土

公 共 事 業 の 品 質 確 保 の た め の
監督・検査・成績評定の手引き
土木構造物設計ガイドライン・
土木構造物設計マニュアル（案）
〔土工構造物・橋梁編〕
土木構造物設計ガイドライン・
土木構造物設計マニュアル（案）
〔樋門編〕
水 文 観 測
ワ ー ク シ ョ ッ プ 実 例 集
－協働によるこれからの地域づくり－

定価 1,260円（送料別途）

定価 2,900円（2,300円）

定価 8,700円（セット価格）

定価 2,500円（2,000円）

定価 4,000円（3,200円）

定価 4,900円（3,900円）

定価 500円（送料別途）

定価 1,900円（送料別途）

定価 1,300円

定価 1,200円

定価 2,900円（2,300円）

定価 3,300円

〈一般技術図書〉

土木構造物標準設計　第1巻の手引き 土木構造物標準設計　第2巻の手引き定価 1,400円

〈土木構造物標準設計〉

災 害 手 帳
公共土木施設災害復旧の
災 害 査 定 添 付 写 真 の 撮 り 方
直轄河川災害復旧事業の手引き

公共土木施設の
災 害 申 請 工 法 の ポ イ ン ト
土木施設災害復旧の
採 択 条 項 マ ニ ュ ア ル

定価 1,800円

定価 2,400円

定価 3,600円

定価 2,900円（2,300円）

定価 2,600円（2,100円）

〈災害関連技術図書〉

定価 1,600円

流 量 観 測 野 帳 （ 一 般 ） 流 量 観 測 野 帳 （ 浮 子 ）定価 420円

〈観 測 野 帳〉
定価 340円
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社団法人 全日本建設技術協会
〒107-0052 東京都港区赤坂3-21-13

（昭栄赤坂ビル７階）
TEL（03）-3585-4546（代）
URL http://www.zenken.com/

（平成22年2月）


